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【日 時】 

第１回  平成２７年９月２５日（金）午後５時００分～７時３０分 

第２回  平成２７年９月２７日（日）午前９時３０分～正午 

第３回  平成２７年９月２８日（月）午前９時３０分～正午 

第４回  平成２７年９月３０日（水）午後２時００分～４時３０分 
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スケジュール等について 

第１回（９月２５日（金））  会場：市役所西庁舎２階 第７・８会議室 

【タイムスケジュール】 

時 間 内 容 

17:00～17:15 あいさつ、説明 

17:15～18:10 「長久手給食食材生産会」の運営支援［担当課：産業課］ 

18:10～18:15 講評 

18:15～18:30 休憩 

18:30～19:25 共用車・バス・安全運転管理［担当課：財政課］ 

19:25～19:30 講評 

 

第２回（９月２７日（日））  会場：市役所北庁舎２階 第５会議室 

【タイムスケジュール】 

時 間 内 容 

 9:30～ 9:45 あいさつ、説明 

 9:45～10:40 内部監査事業［担当課：監査委員事務局］ 

10:40～10:45 講評 

10:45～11:00 休憩 

11:00～11:55 道路維持管理業務［担当課：土木課］ 

11:55～12:00 講評 

 

第３回（９月２８日（月））  会場：長久手市エコハウス 多目的室 

【タイムスケジュール】 

時 間 内 容 

 9:30～ 9:45 あいさつ、説明 

 9:45～10:40 広報活動事業［担当課：消防本部予防課］ 

10:40～10:45 講評 

10:45～11:00 休憩 

11:00～11:55 健康づくり推進事業［担当課：健康推進課］ 

11:55～12:00 講評 
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第４回（９月３０日（水））  会場：長久手市エコハウス 多目的室 

【タイムスケジュール】 

時 間 内 容 

14:00～14:15 あいさつ、説明 

14:15～15:10 市表彰条例による表彰事業［担当課：政策秘書課］ 

15:10～15:15 講評 

15:15～15:30 休憩 

15:30～16:25 適応指導教室事務［担当課：教育総務課］ 

16:25～16:30 講評 

 

 

【各事業の外部評価の進行】 

所要時間 内 容 

15分 業務担当課からの事業概要説明 

40分 外部評価委員による事業ヒアリング 

5分 まとめ・講評 

 

 

【外部評価実施者】 

長久手市行政改革推進委員会委員 

 氏名 所属 実施日 

学識経験者 

（会長） 

和泉 潤 
名古屋産業大学教授 9 月 25 日、9 月 28 日 

中島 美幸 愛知淑徳大学講師 9 月 27 日、9 月 30 日 

杉山 知子 愛知学院大学准教授 9 月 27 日、9 月 28 日 

企業・団体 

関係者 

塚田 敏彦 ㈱豊田中央研究所 9 月 25 日、9 月 30 日 

下崎 一洋 日東工業㈱ 9 月 28 日、9 月 30 日 

江頭 隆行 連合愛知尾張東地域協議会 9 月 27 日、9 月 30 日 

高野 晃二 自治会連合会長・区長会 9 月 25 日、9 月 28 日 

公募委員 
山口 秋男 公募委員 9 月 25 日、9 月 28 日 

島田 智子 公募委員 9 月 27 日、9 月 30 日 
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長久手市行政評価の概要 

 

 

行政評価とは、長久手市民の福祉の向上及び満足度の高い行政を目指すため、

「行政の行っている様々な仕事が、その費用に見合うだけの効果（成果）を出

しているのか」、「無駄や重複になっている部分はないのか」、「特定の受益

者にかたよっていないか」などといった視点から行政の活動を見直し、事業の

進め方を改善していくとともに、実施した事業について、市民に対する説明責

任を果たしていくことを目的とした取組です。 

長久手市の行政評価では、業務担当課が自ら行う内部評価と市職員以外の行

政改革推進委員による外部評価を実施することとしています。外部評価を実施

し、市職員以外の視点からの意見を加えることで、行政評価の客観性と透明性

を確保することに努めています。 

※外部評価は事業仕分けではありません。 

 

 外部評価は、外部の客観的な評価を行い、市職員では気づかない視点を評価

に加えることを目的に実施しています。 

今後は、内部評価、外部評価による行政評価の結果をもとに、業務担当課が

業務改善に努めていきます。 

 

 

 

 

 

●事業評価 
 事業の評価は、A から E までの５つの区分で評価し、各区分の評価内容は下

記のとおりとなります。 
区分 評価内容 

A 現行どおり実施 
B 事業の改善 
C 他事業と統合 
D 運営主体の見直し 
E 事業の廃止の検討 

行政評価とは 

事業の評価 
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●「事業規模」の評価について 
 A から E の区分に沿って事業を改善していくにあたり、事業の規模を、 
①「向上」 
②「維持」 
③「縮小」 

のいずれの方向で改善を行っていくかを評価しています。 
●「事業費」の評価について 
 A から E の区分に沿って事業を改善していくにあたり、事業の事業費を、 
①「増加」 
②「維持」 
③「削減」 

のいずれの方向で改善を行っていくかを評価しています。 
 
 
 
 
 

 

外部評価の結果が、そのまま市の最終判断となるものではありません。内部

評価の結果も含め、行政評価の結果を市長に報告し、それをもとに業務担当課

が業務改善を行い、次年度以降の予算要求に反映させます。 

 

（行政評価イメージ） 
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日時 平成２７年９月２８日（月）９時４５分から１０時４５分まで

場所 エコハウス多目的室

予防広報事業
広報活動事業

消太くん

【消防本部 予防課】

① 事業概要

―

予防広報事業

長久手市が刊行する広報ながくて及び市ホームペー
ジ等の様々な媒体を活用し、市民へ火災予防の普及を
図ることと、火災予防組織を設置し、育成指導を行い
幼年期及び少年期の火災予防思想の動機付けを図るこ
とで、市民が生涯に亘り火災の予防を学び啓発してい
くことで、市民の安心で安全な暮らしの推進を図る。

◆事業の名称

◆事業を開始した年度

◆事業の概要

② 事業の実施体制

組織 消防本部 － 予防課 － 予防係

- 指導係

（配置）消防長‐次長‐予防課長‐課長補佐－予防係長（補佐兼務）‐主任

-指導係長 係員（２）

※（ ）内は配置数を示し、（ ）がない場合は１名を示す。

設置 平成２７年４月１日

人員 課長以下６名

◆組織体制、人員

企 画

運 営

協 力
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③ 事業の対象・意図

長久手市に居住する市民はもとより出入りする
市民

市民等の火災に対する意識の高揚を図り、火災
発生の抑止につなげる。

◆対象（だれ、何に対して）

◆意図（対象をどのような状態にしたいか）

④ 事務事業の目的・実施結果

①広報活動事業

対象：市内外の住民に

手段：広報ながくて、市ホームページ及び全戸回
覧で広報を行うことで

意図：火災予防思想を普及啓発を行い、市民の手
による安心で安全な暮らしを確保する。

市広報誌への掲載 ８回、全戸回覧 ２回

◆目的

◆事業を構成する事務事業

◆事務事業の実施結果

平成26年度中の「広報ながくて」掲載

「広報ながくて.H26.4号」表紙
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平成26年度 全国統一防火標語の掲示 防火ちらしの作成

消 防 写 真 新 聞 の 掲 示

消防庁舎西側掲示板

公共施設への配布

家庭への配布

防火意識の高揚
を目的に全国公
募された標語を
市民に対し周知

学校等を含む
公共施設、大規
模な事業所を中
心に配布

【１００部】

キャラバン事
業、消防出初式、
花火取扱い教室、
敬老事業、防災
講習会等におい
て配付。

【2,500部】

全戸回覧の実施

家庭への配布

チラシの作成、
市政協力員によ
り配布している。
【１０・２月】

⑤ 事業費 【 ① 広報活動事業 】

２８９千円

小冊子 106

ﾎﾟｽﾀｰ仕訳 107

看板貼替 39

写真新聞 37

（単位：千円）

◆平成２６年度決算額

◆決算の主な内訳

火災予防運動通知

④ 事務事業の目的・実施結果

② 育成指導事業１

対象：市内小学５・６年生に
手段：少年消防クラブを設置し、愛知県消防学校へ
一日体験入校、防火作品展の実施することで
意図：少年を介し家庭への防火を推進し、学校にお
ける火災の低減を図り、将来の地域防災の担い手と
なるようにする。

市内６小学校、延応募者 ３４４人

◆目的

◆事業を構成する事務事業

◆事務事業の実施結果
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平 成 2 6 年 度 長 久 手 市 防 火 作 品 展

募集部門 応募総数 学 年 別 応 募 数

ポスター
３０点

６年生 １０点

５年生 ２０点

習 字 ３３３点
６年生 ２１４点

５年生 １１９点

防火作品展（11/7 ～14・文化の家）

入賞作品のポスター化

応募の状況 アピタ長久手市店での展示及び広報活動

「広報ながくて」への掲載

愛知県消防学校一日体験入校（7/30）
北小学校児童 34名（６年生30名、５年生4名）、教諭2名、消防職員2名

参加児童の募集

入校の様子参加児童修了証の交付

消防車試乗体験 煙体験 地震体験

放水体験 規律体験

着衣着火消火体験

入校者の歓迎

参加児童提出作文「愛知県消防学校一日体験入校をふり返って！」

３３提出
／３４人
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⑤ 事業費 【 ② 育成指導事業１ 】

７８千円

審査謝礼 15

ロール紙 13

展示用台紙 23

表彰状 9

副賞 4

負担金 1

傷害保険 4

ノート 4

軍手 5                            （単位：千円）

◆平成２６年度決算額

◆決算の主な内訳

防火作品展 ６４千円

一日体験入校 １３千円

県支部負担金 １千円

④ 事務事業の目的・実施結果

③ 育成指導事業２

対象：市内保育園及び幼稚園に通園する園児に

手段：防火啓発キャラバンを組織し、アトラク
ションや防火講話等を実施することで

意図：幼年期に火災予防思想を根付かせるための
動機付けを行う。

市内８保育園、参加者 １，０６０人

◆目的

◆事業を構成する事務事業

◆事務事業の実施結果

火災予防普及啓発事業キャラバン隊

・先進本部への視察
（10/15・豊田市）

「リスク回避プログラム」

長久手市危険物安全協会
マスコットキャラクター

どーべるくん

保育園からの助言

＋
アトラクションの検討

↓

ぬりえ ポケットティッシュ

①火の用心クイズ等

長久手市危険物安全協会の協力

幼児期の火災予防の動機付け

消防署の参加

↓

Stop Drop &Roll

④消防車の出動

②煙からの身の危険を守る
③火災から身の危険を守る
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⑤ 事業費 【 ③ 育成指導事業２ 】

１千円

DVD １

（単位：千円）

◆平成２６年度決算額

◆決算の主な内訳

花火取扱い教室 １千円

④ 事務事業の目的・実施結果

④ 住宅用火災警報器設置促進事業

対象：住宅の所有者、管理者又は占有者（住宅の用
に供される防火対象物を含む）に
手段：警報器の設置状況を把握するアンケートを行
う傍ら設置の促進及び設置後の維持管理について説
明を行うことで
意図：住宅用火災警報器を全ての住戸へ設置させる。

市民まつり被調査者 ２５５人、広報掲載 ５回

◆目的

◆事業を構成する事務事業

◆事務事業の実施結果

住 宅 用 火 災 警 報 器 ア ン ケ ー ト

世帯の無作為抽出 アンケート内容の検討

抽出世帯への協力依頼

アンケートの回収

＋ 住宅防火等のちらし同梱

期間：１カ月程度

集 計

設置率を国への報告 普及啓発の検討

設置率の公表

広報事業へ反映

３００世帯

回答：９６世帯
（≧２０，０００世帯）

回 答 数：１５８世帯
有効回答率：５２．６％

条例適合率
（全部設置）

設置率
（一部設置含）

本市 ６３．３％ ８２．３％

国 ６６．９％ ７９．６％

県 ４９．０％ ７７．８％

平成２６年度_設置率

成果指標となる基準（国）
が平成２６年度から見直され
たことに伴い左記の取扱いと
し、「市民まつり」における
アンケートは参考値として取
り扱っています。

全部設置：８４．０％
一部設置：８９．６％
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⑤ 事業費 【 ④ 住宅用火災警報器設置促進事業 】

０千円

―

◆平成２６年度決算額

◆決算の主な内訳

⑥ 他市町の実施状況

瀬戸市、尾張旭市、豊明市、尾三消防本部（日
進市、みよし市、東郷町）の何れの団体において
も類似した事業を実施している。

◆近隣市町や先進都市等の状況

瀬 戸 市:市広報誌への掲載、ケーブルテレビ及び地元ラジオの取材
尾張旭市:市広報誌への掲載、データ放送の上映
豊 明 市:市広報誌への掲載、ホームページ上「豊明火災予防NEWS」の発信
尾 三:広報誌への掲載、ケーブルテレビ「防災チャンネル」の取材

◎ 国が推進する啓発事業を中心に広報活動を実施している。
先方のアプローチによりケーブルテレビ等のマスメディアの活用している。

⑦－１ 事業の成果 ①広報活動事業

市広報誌述べ配付世帯数

広報誌への掲載回数よりも、どの位の市民が閲
覧したかを計上した方が容易に把握できるため。

◆事業の成果指標

◆成果指標の設定理由
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⑦－２ 事業の成果 ①広報活動事業

２５６，０００世帯

前年実績（平成２５度）からの増加

◆成果指標の目標値設定の根拠

◆事業の成果目標

⑦－３ 事業の成果 ①広報活動事業

１７１，０００世帯

Ｂ、拡充、増加

事業の改善

◆事業の評価（評価、事業規模、事業費）

◆事業の成果実績

◆評価の説明

⑦－４ 事業の成果 ①広報活動事業

○平成２５年度事業

評価：Ｂ 改善内容（B以下の場合）：事業の改善

○平成２４年度事業

評価：Ｂ 改善内容（B以下の場合） ：事業の改善

○平成２３年度事業

評価：― 改善内容（B以下の場合） ：―

◆過去の評価状況
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⑧ 今後の予定 ①広報活動事業

掲載内容について、前年度から引き続き火災予
防及び住宅用火災警報器の設置促進だけでなく、
①新たな切り口 と ②時世に適した記事 を市民に
提供できるようにする。

◆事業の改善内容等

例）① 新たな切り口
・住宅用火災警報器の維持管理
・住宅用防災機器の普及啓発

② 時勢に適した記事
・世代（お年寄り、こども）を考慮した防火対策
・季節特有の火災事故（夏：電気器具・冬：暖房器具）

・社会的影響を及ぼす火災（ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ火災・病院火災・花火大会事故）

・市内で発生した火災事故等

⑧ 今後の予定 ［予防広報事業]

【 総 括 】

予防広報事業を構成する各種事業は平成２３年
度から段階的に事業化し、関係者（保育園、小学
校等）から新たな取り組みについて高評価を得て
いるものの、結果が「事業の改善」となっている。

これは偏に新規事業であるが故の作り込みの甘
さが結果の表れといえる。

よって、次年度以降は事業をさらに検証し、事
業の充実を図ることとします。

◆事業の改善内容等

ご清聴ありがとうございました。



①

A
B
C

長久手市行政評価票

担当部署
部 課

消防本部 総務課

H27予算

事業の概要
長久手市が刊行する広報ながくて及び市ホームページ等の様々な媒体を活用し、市民へ火災予防の普及を図
ることと、火災予防組織を設置し、育成指導を行い幼年期及び少年期の火災予防思想の動機付けを図ることで、
市民が生涯に亘り火災の予防を学び啓発していくことで、市民の安心で安全な暮らしの推進を図る。

他市町の実施状況
（近隣市町や先進都
市の状況等を具体的

に記載）

瀬戸市、尾張旭市、豊明市、尾三消防本部（日進市、みよし市、東郷町）の何れの団体においても類似した
事業を実施している。

予防広報事業事業の名称事業番号 112

基本方針 (3)人がいきいきとつながるまち 分野別項目 　(10)住民を守る消防・救急サービスを充実する 施策の進め方 (3)火災予防対策の推進 フラッグ フラッグ項目

事業期間 事業開始年度 ― 終了（予定）年度 ― 342 326 330 368

総事業費

総事業費
（単位：千円）

H25予算 H25決算 H26予算 H26決算

事業の意図

603 評価の見方
事業の対象

（だれ、何に対して）
長久手市に居住する市民はもとより出入りする市民

う
ち

一般財源 342 326 330 368 603 現行どおり実施

国費・県費 事業の改善

他事業と統合地方債 C
D
E

事業の意図
（対象をどのような状
態にしたいか）

市民等の火災に対する意識の高揚を図り、火災発生の抑止につなげる。

ち 他事業と統合

その他 運営主体の見直し

地方債

事業の廃止の検討受益者負担額

評価の説明H26実績 H26予算 H26決算 事業規模

H26目標値

手段
（いつ、どのような手段を使って）

意図
（対象をどのような状
態にしたいか）

成果指標
H25実績

単
位

成果指標の目標値
設定の根拠

4月～ 7月～ 10月～ 1月～ H27予算 事業費

事務事業の
実施結果

成果 事業費（単位：千円） 評価

① 広報活動事業
市内外の住
民に

事業を構成する
事務事業

目的

対象
（だれ、何に
対して）

事業の改善
掲載内容について、前年度から引き続
き火災予防及び住宅用火災警報器の
設置促進だけでなく、新たな切り口と時
世に適した記事を市民に提供できるよう
にする。

広報ながくて、市ホームページ
及び全戸回覧で広報を行うこと
で

171,000

H25予算 H25決算
H26決算の主な内訳
（単位：千円）

評価

249 289
拡充

256,000 442
増加

回
前年実績（平成２５
度）からの増加

249 275

小冊子　　　106
ﾎﾟｽﾀｰ仕訳 107
看板貼替　　 39
写真新聞　　 37

B火災予防思想を普及
啓発を行い、市民の
手による安心で安全
な暮らしを確保する。

延広報掲載
回数
8回
全戸回覧数
2回

市広報誌延配布
世帯数

230,000

事業の改善
平成２４年度から新規事業として立ち上31.9 36 37 審査謝礼　 　15

ﾛｰﾙ紙　　　　 13
●

B少年を介し家庭への
防火を推進し、学校
における火災の低減
を図り、将来の地域
防災の担い手となる
ようにする。

6小学校
延応募者数
344人

全対象児童のう
ち、応募した児
童の割合

平成２４年度から新規事業として立ち上
げ防火・防災意識の向上を図っており、
参加する学校等からは好感触を得てい
る。
　また、今年度より全校から防火作品の
応募があり、今後はより多くの児童が火
災予防に関心が持てるような企画を策
定する。

少年消防クラブを設置し、愛知
県消防学校へ一日体験入校、
防火作品展の実施することで

28.7 67 78

拡充

35.0 144

31.9

%

平成２４年度から新規
事業としているため、
対象児童の３分の１
以上を目標

36 37 審査謝礼　 　15
ﾛｰﾙ紙　　　　 13
展示用台紙　23
表彰状　　　　　9
副賞　　      　　4
負担金　　　 　 １
傷害保険　 　　4
ﾉｰﾄ　　　　　　　4
軍手　　　　　　 5

●

増加

③ 育成指導事業２

市内保育園
及び幼稚園
に通園する
園児に

0 0
DVD　　　　　　１

B

② 育成指導事業１
市内小学５・
６年生に

B

事業の改善
　平成25年度から新規事業として立ち上
げ、消防署と協力し、幼児期における火災
予防の教育が実用的となり、,効果的な事業
展開を行うことができたが、その調整等に多
大な時間を要したことから計画数を処理する
ことが出来なかった。
　長久手市危険物安全協会の協力を得て、
これまでどおり事業費を掛けずに実施する。

防火啓発キャラバンを組織し、
アトラクションや防火講話等を
実施することで

1,060 0 1

維持

幼年期に火災予防思
想を根付かせるため
の動機付けを行う。

8保育園
参加者数
1,060人

防火講話に参加
した園児数

972

人
市内保育園及び幼
稚園へ通園する園児

1,853

●

0
-

事業の改善

④
住宅用火災警報器
設置促進事業

住宅の所有
者、管理者
又は占有者
（住宅の用
に供される
防火対象物
を含む）に

●
事業の改善
　アンケートを中心に市民と対面し、住
宅用火災警報器の設置及び維持管理
等だけに止まらず住宅用防災機器等の
設置についても普及促進に努めた。
　また、当該年度から従来の調査方法
に加え新たな調査を実施した。（※）

警報器の設置状況を把握する
アンケートを行う傍ら設置の促
進及び設置後の維持管理に
ついて説明を行うことで

84.0 14 0
維持

87.0 17
維持

%
前年実績（平成２５年
度）から３％の増加

57 14 B
住宅用火災警報器を
全ての住戸へ設置さ
せる。

市民まつり
調査者数
255人
広報掲載回
数
５回

「住宅用火災警
報器設置推進基
本方針」に基づく
住宅用火災警報
器の普及率

84.0

平成26年度に試行した事業［実績：市内児童館6館、252人］
市内児童館を利用する児童（保護者引率の乳幼児を含む）を対象に花火の正しい取扱い方
法を学ぶ中、火遊びの注意喚起等を行い少年期の火災予防思想の普及を図る。

事務事
業の改
善内容

事務事業 改善内容（H27以降に実施する内容）

H27以降新
規に実施す
る事務事業

事務事業 事業概要

④
住宅用火災警報器
設置促進事業

成果指標を「住宅用火災警報器設置推進基本方針」に基づく住宅用火災警報器の普及率」の調
査手法が「住宅用火災警報器設置状況調査方法について（平成26年1月10日付け消防予第2号）」
の見直しに伴い実績値を変更します。（※）

花火取扱い教室



②

～健康講座と「元気の出る体操」～

①　事業概要

平成１７年度　（健康づくり計画〈第１次〉）

健康づくり推進事業

平成２５年度に策定した「長久手市健康づくり計画〈第２
次〉」に基づき、「健康講座」や「元気の出る体操」の普
及により市民による健康づくり事業を推進していく。

◆事業の名称

◆事業を開始した年度

◆事業の概要



②

健康寿命の延伸 

長久手市健康づくり計画（第２次）施策の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
１． 食事 

２． 運動 

３． 歯の健康 

４． たばこ・アルコール 

５． こころ 

６． 健康管理 

② 

地域で支える 

健康づくりの推進 

① 

生活習慣病の 

発症予防と 

重症化予防の推進 

③ 

生涯を通じた 

健康づくりの推進 

②　事業の実施体制

⑴　組織体制

　健康推進課　健康推進増進係　係長以下４人

⑵　人員（健康づくり事業）

　➀　健康講座

　　　保健師２人（交代）

　②「元気の出る体操」ＤＶＤ長久手版普及

　　　保健師１人

＊長久手すこやかメイト及び食生活改善推進員と連携

◆組織体制、人員



②

③　事業の対象・意図

長久手市民

健康上の問題で日常生活が制限されることなく生
活できるように、自らの健康の増進と予防への取
組みをする人を増やし、市民の健康寿命を延伸さ
せる。

◆対象（だれ、何に対して）

◆意図（対象をどのような状態にしたいか）

④－１　事務事業の目的・実施結果

健康講座５回

⑴姿勢改善講座　⑵アロマ講座　⑶元気になれ
る懐メロ講座　⑷笑っていきいき元気講座 ⑸食
の講座　

健康づくり計画〈第２次〉に基づき市民に健康につ
いて関心を持つようにするため

健康講座５回１３６人（１回あたり２７人）

＊すこやかメイト及び食生活改善推進員を除く

◆目的

◆事業を構成する事務事業

◆事務事業の実施結果



②

健康講座アンケート結果

大変良
かった

良かった 普　　通
あまり良
くなかっ
た

回答なし

姿勢改善講座 22 3 0 0 1 26

アロマ講座 12 7 0 0 0 19

元気になる懐メロ講座 12 8 1 1 0 22

笑っていきいき元気講座 39 10 0 0 0 49

食の健康講座 17 2 0 0 1 20

満足度

講座参
加者

④－２　事務事業の目的・実施結果

「元気の出る体操」ＤＶＤ撮影のための参加者
の練習講習会

「元気の出る体操」を普及することで、健康づくり
計画〈第２次〉の「今後の方向性である「ロコモ
ティブシンドローム予防と認知度向上」を目的とす
る。

ＤＶＤ撮影のための体操練習の参加者１４６人

◆目的

◆事業を構成する事務事業

◆事務事業の実施結果



②

⑤　事業費

⑴健康講座　

　　６７，０００円（５講座分）

⑵体操の啓発及び指導等委託

　２２４，０００円

＊別途ＤＶＤ製作費８９６，４００円

◆平成２６年度決算額　　２９１，０００円

◆決算の主な内訳

◆平成２７年度予算額　５２０，０００円

⑥　他市町の実施状況

⑴健康講座

　　日進市（こころの講座等）

　　豊明市（大学連携講座）

　　瀬戸市、尾張旭市、東郷町は、なし。

⑵健康体操

　　瀬戸市、尾張旭市、日進市、東郷町は、個別

　の健康体操を普及。

　　豊明市は、なし。

◆近隣市町や先進都市等の状況



②

⑦－１　事業の成果

講座等で参加した受講者の人数

普及啓発活動として実施しているので、多くの市
民の参加人数とする。

◆事業の成果指標

◆成果指標の設定理由

⑦－２　事業の成果

健康講座（５講座）の参加人数を１講座で３０
人以上とする。

講師と講座の内容の事前の調整により、当初の
健康講座の定員を３０人としていたので、定員
の人数とした。

◆成果指標の目標値設定の根拠

◆事業の成果目標



②

⑦－２　事業の成果

「元気の出る体操」長久手版ＤＶＤ撮影のため
に市民の練習会を開催。多くの市民の参加者を
集めて撮影するために、練習の参加者１５０人
を目標とする。

市民の撮影場所を３ヶ所とした、撮影に必要な
人数を１ヶ所５０人×３ヶ所＝１５０人

◆成果指標の目標値設定の根拠

◆事業の成果目標

⑦－３　事業の成果

健康講座５回１３６人（１回あたり２７人）
ＤＶＤ撮影のための体操練習の参加者１４６人
（撮影参加者３１５人）

評価：Ｂ　　事業規模：維持　　事業費：増加

健康講座では、１回あたり平均参加者は目標の９０％
程度であり、参加者アンケートで好評を得るなど一定
の成果はあった。ただ、講座によって参加者数が少な
い講座もあった。「元気の出る体操」は、ＤＶＤ撮影
に多くの市民に参加いただき、当初の成果目標は概ね
達成された。

◆事業の評価（評価、事業規模、事業費）

◆事業の成果実績

◆評価の説明



②

⑦－４　事業の成果

○平成２５年度事業
　評価：Ｂ　 健康づくりを推進する人を更に増や
　　していく。

○平成２４年度事業
　評価：Ａ　 市全体として健康づくりに取り組む。

○平成２３年度事業
　評価：Ｂ　　計画の方向性について、平成２５年　
　　度予算要求の際に、市民アンケート、実態を把
　　握して、計画最終評価に向けて準備する。

◆過去の評価状況

⑧　今後の予定

健康講座は、市民に参加してもらうように、チ
ラシの作成や講座のサブタイトル等で講座に興
味を持ってもらうようにする。

「元気の出る体操」については、市民による体
操の普及を目指すために、体操の指導者の育成
を目指す。また、小学校で準備運動としての利
用してもらうように努める。

（平成２７年度から市内全ての小学校区の運動
会で利用）

◆事業の改善内容等



②

A
B
C事業の意図 地方債 他事業と統合

市民
う
ち

一般財源 110 40 370 291 520 現行どおり実施

国費・県費 事業の改善

事業の概要
平成25年度に策定した「健康づくり計画(第2次）」に基づき、健康講座等や「元気の出る体操」の普及により市民
による健康づくり事業を推進していく。

他市町の実施状況
（近隣市町や先進都
市の状況等を具体的

に記載）

瀬戸市、尾張旭市、豊明市、日進市、東郷町すべて、健康日本２１（第2次）市町村計画を策定し、健康づく
り事業を実施。

総事業費

総事業費
（単位：千円）

H25予算 H25決算 H26予算 H26決算 H27予算
事業期間 事業開始年度 平成26年度 終了（予定）年度 平成35年度 110 40 370 291 520 評価の見方
事業の対象

（だれ、何に対して）

基本方針 (3)人がいきいきとつながるまち 分野別項目 　(13)住民の健康づくりを支える 施策の進め方 (1)住民主体の健康づくり事業の推進 フラッグ フラッグ項目

長久手市行政評価票

事業番号 91 事業の名称 健康づくり推進事業 担当部署
部 課

福祉部 健康推進課

C
D
E

21

人

健康講座１回あたり３
０人の参加者とDVD
撮影のための体操の
練習の参加者150人
を目標とする。

110 40 健康講座５回分
健康教育講師等報
償金６７
体操の練習用
体操の啓発及び指導
等委託２２４

B
撮影のための市民の練習会を開催し、
市民の参加による「元気の出る体操」
DVDを制作するという目的は達成した
が、市民による普及するという目的に
は、至っていない。健康講座でも３０人
の受講生を満たしていない講座もあっ
た。

体操の普及の講習会や健康に
関する講座等を開催することで

282 370 291
維持

300 520
増加

10月～ 1月～ H26目標値 H27予算 事業費

① 健康づくり事業 市民に

●●●●●●●●●●●●

健康づくりを進める

５回の健康
講座や「元
気の出る体
操」DVD撮
影のための
練習参加者

講座等で参加し
た受講者の人数

事業を構成する
事務事業

目的

事務事業の
実施結果

成果 事業費（単位：千円） 評価

対象
（だれ、何に
対して）

手段
（いつ、どのような手段を使って）

意図
（対象をどのような状
態にしたいか）

成果指標
H25実績

単
位

成果指標の目標値
設定の根拠

H25予算 H25決算
H26決算の主な内訳
（単位：千円）

評価
評価の説明H26実績 H26予算 H26決算 事業規模

4月～ 7月～

事業の意図
（対象をどのような状
態にしたいか）

健康づくりを推進する。
地方債 他事業と統合

その他 運営主体の見直し

受益者負担額 0 0 0 事業の廃止の検討

ち

④

③

②

事務事
業の改
善内容

事務事業 改善内容（H27以降に実施する内容）

H27以降新
規に実施す
る事務事業

事務事業 事業概要

① 健康づくり事業
元気の出る体操について、H26年度は職員及びすこやかメイトによる推進及び普及が主であった
が、市民による普及を目的として体操の指導者の講習会を開催し、市民から普及させていくように
改善していく。

④


